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タブレット端末活用推進会議 行政視察報告書 

 

◎東京インタープレイ（株）主催 「ＩＣＴ推進セミナー」（２月５日） 

 

［セミナーの概要］ 

ペーパーレス会議システム「サイドブックス」の提供元である東京インタープレイ株

式会社が自治体向けに定期的に開催するセミナー。サイドブックス導入自治体による事

例発表の講師依頼が同社より当市議会にあり、奥山豊和副委員長が登壇することとなっ

たことから、この機会を活用しタブレットの端末のさらなる活用方法を探ることを目的

に視察に組み入れたものである。 

 

（１）先進自治体特別講演 

   講師：横手市議会タブレット端末活用推進会議 奥山豊和 副委員長 

 資料に基づき、当市議会におけるタブレット端末導入の経緯、効果、今後の課題

等について事例発表を行った。 

質疑応答では、「大容量データを閲覧する際の不都合」や「バッテリー切れによる

会議への影響」についての質問が出された。 

終了後、主催者である東京インタープレイ（株）並びに共催企業である（株）Ｎ

ＴＴドコモの担当者より、「横手市議会の取り組みについて説明を聞くことができ、

サービスを提供する側としても非常に勉強になった。全国的に見ても一歩先を行く

事例であり、お互い協力して地方議会並びに自治体事務の活性化を目指したい」と

の意見をいただいた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

奥山豊和副委員長による特別講演 
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（２）パートナー企業特別講演 

   講師：株式会社ＮＴＴドコモ エバンジェリスト 福田将士 氏 

端末導入のきっかけとしては、会議資料のペーパーレス化が最も大きいが、せっ

かく導入するのであれば他に活用できなければ導入効果は薄い。近年、東北地方の

自治体、学校、民間企業等、さまざまな組織でタブレット端末の導入が進んでいる

が、災害対策というテーマで導入を検討されている自治体が非常に多くなっている。 

東日本大震災では、6,720 か所の携帯電話基地局が水没等で被災し停止したが、社

員 26万人のマンパワーを結集し、わずか１か月半で復旧した。大規模災害時の初動

体制として連絡手段の確保が必要なファクタとなるが、タブレットの存在は今後あ

すます重要となる。 

    災害発生時は、警察、消防、医療等の重要通信を優先するため、通信事業者が通

信を制限する。東日本大震災直後は最大で 95％の制限がかけられた（100 人のうち

95 人はつながらない状態）。音声通話は回線を１対１で占有してしまうためほぼつな

がらなくなる。一方、パケット通信は音声通話ほど制限をかける必要はなく（30％）、

データをパケット（小包）にして１個１個送るため効率良い通信が可能である。タ

ブレット並びにデータ通信の有用性については、多くの自治体が気づき始めており、

災害時の活用を検討し始めている。 

    「ＮＴＴドコモ社には通信事業者としての責任、インフラを整える役割がある」

とし、同社が提供するサービス「災害用キット（災害時の伝言板）」、ニュース防災

アプリ、ＮＨＫらじるらじる（サイマルラジオ）等について紹介があったほか、ハ

ードとして大ゾーン基地局、基地局の無停電化、移動・船上基地局、携帯電話の５

Ｇ化等の紹介があった。 

また、「東北地方の生産年齢人口は今後 30 年で３割減少する。税収が落ち込めば

自治体の機能が低下するため働き方改革が必要」とし、当市議会が導入しているグ

ループウェアの有用性について紹介があった。 

最後に「議員の安全が住民の安全につながる」との説明があり、災害時の初動体

制や情報共有の大切さについて述べられていた。 

   ［主な質疑］ 

Ｑ．移動基地局は、どれくらいの対応力があるか。 

Ａ．各県に２台配備しているが、災害は同時に各県で発生することは少ないため、

被災地に派遣する。東日本大震災の際も北海道から東京の移動基地局が宮城

県に集結した。１台の能力は、小さい基地局レベル。避難所等、人が集まる

ところに移動して使用するのが基本的な活用方法。 

 

Ｑ．５Ｇは地方でもすぐに使えるか。また料金体系はどうなるか 

Ａ．３Ｇ、４Ｇは都会からスタートして地方は後回しであったが、５Ｇは違う。 

４Ｇの時点で５Ｇを見据えた機器の設計をしており、アップデートで５Ｇへ 

の切り替えが可能。ただし、超高速（４Ｇの 20倍の速度）にするためには機 
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器の追加が必要となり、兆単位の費用がかかる。したがって、人の多い地域 

が優先される。超高速でなくても４Ｇの数倍は速い。料金体系は何も決まっ 

ていないが、需要と供給の関係で決まると思う。 

 

（２）東京インタープレイ講演 

   講師：東京インタープレイ株式会社 営業部 藤田恵介 氏 

   資料に基づき、導入状況や機能の紹介があった。 

ポイント⇒タブレットの導入は目的ではなく、あくまでも手段。従来の仕事の仕方

にこだわるのではなく、導入をきっかけに仕事の仕方を改善できるか

が重要！ 

 

☆熊本市の例（熊本地震の対応） 

    ・被災後２か月ほどは紙で対応していたが、ＮＴＴドコモからタブレット 100 

台を、東京インタープレイからサイドブックスを１年間無償で提供した。 

    ・９か月後の資料の量は６万ページになった。紙で配布していれば 600 万枚もの

印刷が必要であった。紙代を節減できただけでなく、印刷、製本、配送、到着

確認作業が省略できた。 

・自宅に帰ることのできない職員、議員もおり、紙資料が届かないケースも。 

・資料を配布している間に状況が更新されるため紙では間に合わないという声。 

・組織にペーパーレスが根付く結果となった。 

・災害対応が落ち着き、現在はテレワークに使われている。 

・市長に紙資料を持っていくと、タブレットに入れて出直すよう指示される。 

出張中にタブレットで資料を読むなど、市長自身がペーパーレス化に積極的。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＩＣＴ推進セミナーの様子 
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◎栃木市議会（２月６日） 

［栃木市の概要］ 

栃木県の南部に位置し、鉄道が南北に東武日光線と東部宇都宮線が、東西にＪＲ両毛線

が走り、高速道路は南北に東北自動車道が、東西に北関東自動車が走る交通の結節点とな

っており、鉄道または高速道路を使うと東京まで最短で約１時間の位置にある。市の人口

は資料に記載のとおり、ここ数年、社会動態上は増加傾向にあるが、それを上回る自然動

態上の減少があり、年々減少している。産業構造としては、農業、工業、商業のバランス

が非常によくとれている。製造品出荷額については、北関東３県で上位５市に入る規模。

売り出し中の産業団地の分譲も好評。農家戸数は減少しているが、新規就農者数は少しず

つ増えている。平成２８年度の二条大麦（ビール麦）は産出額が日本一である。農業も工

業も盛んであり、残る商業の活性化が大きな課題の一つである。 

 

［説明］ 

（１）栃木市議会におけるタブレットの活用状況 

  ①サイドブックスによるペーパーレス化 

サイドブックスを使用することで、通知、会議資料、パンフレット、連絡事項等、

すべてペーパーレスで対応することが可能になる。予算書、決算書等は紙との併用

であり、完全にペーパーレスにするには至っていないが、その効果は徐々に表れて

いると思う。会議等の資料をアップロードした後は、各議員のタブレットにメール

でお知らせが届く。これまで印刷や郵送等、多くの労力と時間がかかっていた作業

がわずか数分で完了している。 

    スケジュール管理は iCloud カレンダーを利用している。カレンダーには正副議長

の予定や会議日程等を入れてあるので、これを見れば自分の予定を調整することが

できる。また、事務局との連絡や日程調整、会議等の出欠等はメールで行っている。 

    また、共通のツールとしてタブレットがあることで議員同士のコミュニケーショ

ンにも一役買っている。議員としての活動の幅が広がってきたと感じている。 

・審議中でも関係法令や制度、過去の会議資料を確認できる 

・迅速な情報取得、伝達が可能となった。外出先でもインターネットを閲覧するこ

とができ、議員と事務局の連絡ツールとしても大いに活躍している 

・災害時や市民相談の場でも活用することができる。災害時には被害状況の写真等

を撮り、メールで送信するなど、情報の伝達速度が明らかに変わる。また、市民

相談の際も分からないところをすぐに調べ、必要な助言ができる。議会報告会を

毎年開催しているが、作成した資料をサイドブックスにアップロードし、プロジ

ェクタにつないで説明をしている。 

 

（２）導入による効果 

①会議資料がカラー化され、分かりやすくなった。 

会議の際は執行部の説明も分かりやすくなり、議員が理解しやすくなった。 
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また、大きな資料を持ち運ぶ必要がなくなった。 

②審査能力の向上 

議員活動の広がりという点で、本会議や委員会の質疑に生かせる効果。まだまだ十

分に活用できていないが、使い方次第でより良い審議が可能になると考える。 

（３）今後の課題 

①現在は紙との併用だが、完全ペーパーレス化ができるかどうか。できるだけペーパ

ーレス化を図りたいと考えているが、予算書、決算書は課題である。膨大なページ

数と小さな文字、見開きであることなど、現在のタブレットでは見にくい資料であ

る。引き続き検討が必要である。 

②各議員のレベルアップが必要。導入から２年半が経過し、議員の活用度には個人差

が出てきている。一般質問や委員長報告で使用する議員は徐々に増えてきたが、そ

れ以外の審議の場等でさらに活用していきたいところである。 

③議会先行で導入したため執行部は導入していない。財政状況や運用方法等、執行部

の判断にもよるが、執行部への導入を議会から提案することを検討できたらと考え

ている。 

 

まずは、先行して導入した議会側が十分に活用し、ＩＣＴ化の有効性を示す必要

がある。今後、タブレットを活用できないようであれば、費用対効果を問われるこ

とにもなりかねない。市議会として議員全員が協力し、有効に活用できるよう勉強

を重ねたい。 

 

栃木市議会による説明 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

栃木市議会議員の皆さんと意見交換 



6 

 

（４）その他（質疑、意見交換から） 

・議会改革の観点で議案書と議案説明書類を一体化させることを検討したい。 

・自己負担（1/6）、政務活動費（1/6）、公費（4/6）を活用。市民に分かっていただく

ための活用をしなければいけないと考えている。公明正大に説明する必要。 

・執行部のタブレット使用については、各課の業務では個別対応しているが、議会で

使用するには至っていない。議会のタブレットは買い取りであったため、契約が切

れた 40 台を執行部に譲渡した。台数がそろえば、議会での活用も可能となる。 

  ・導入の発端は、議会改革検討委員会で発案した議会独自の動きであった。よって、

執行部に強制することはできない。執行部側が「自分たちも」という動きになって

くれればよいが、行政の基本はペーパーでの意思疎通なので難しい。 

  ・審査の時だけ必要という点で、執行部が持つ必要があるのかという話だと思う。 

  ・増加するデータの取り扱いについては特にルール等はない。契約容量に余裕がある

ため、サイドブックスに保存しっぱなし。資料集として使うため消されては困る。 

  ・災害時の議員対応マニュアルの作成について検討しているが、タブレットを活用し

たいと考えている。 

・常任委員会は４つあるが、同時に開催しないため、お互いに傍聴することが可能。 

  ・市庁舎について、もともとあったデパートが閉店した後、大規模な空き店舗ができ

てしまうと活性化が薄らいでしまうため、平成 26年２月に市が買い取り庁舎を移転。

１階フロアを東武デパートに貸し出している。移転費用は 50 億以上。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

旧デパート催事場奥に見える市役所窓口 

 

                        市庁舎の正面玄関には百貨店の看板 

 

最後に、タブレット活用は議会改革の有効な手段であるが、両市議会に共通する課題を

抱えている。今後もお互いの活性化のため情報交換させていただきたい旨確認し、研修を

修了した。 

 

 以上、報告いたします。 
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【視察を終えて ～委員所感～ 】 

◎遠藤 忠裕 委員長 

  ①ＩＣＴ推進セミナーin 仙台 

  ・タブレットの活用事例として、奥山副委員長が講師として登壇した。 

・今後導入を検討している自治体が参加していた。 

・ペーパーレス化が最大の目的であるが、他の活用を図る事を考えるべきと

感じた。特に災害に対しての活用を提言していた。 

・新機種の紹介があり、我々が使用しているタブレットが見方によっては過

去の物になっていると感じた。 

  ・東京インタープレイ社講演では、タブレット導入の在り様を話していた。 

・導入は、それ自体が目的ではない。どのように活用し、活かすかが大事

だ。 

・熊本地震の際の活用を説明しており、参考になった。 

 

 ②栃木県栃木市議会（タブレット端末の有効活用について） 

・タブレット担当の議員４人に出席いただき、生の声を聞くことができた。 

・端末は、9.6 インチで買い取りである。小さく感じているようだ。 

・検討は議会のみの対応であり、当局とは話し合いはしていなかった。 

・年齢によって、活用に苦労しているようだ。 

・アプリ使用は制限をかけていた。 

・横手市議会の進め方に間違いがなかったことを改めて確認できた。 

・横手市議会と同様に、今後の活用方法が課題となっている。 

 

○その他 

栃木市庁舎がデパートと同じ建物に入居していたことに驚いた。市中心地に

あったデパートの撤退後、跡地活用として市が買い取り、逆に一階フロアを

店舗として貸し出していた。最大の集客力のある建物になっていると感じた。 

 

◎奥山 豊和 副委員長 

  ①ＩＣＴ推進セミナーin 仙台 

今回先進事例の報告をさせていただくにあたり、議会改革の視点から取 

り組んできた横手市議会のこれまでの歩みを改めて振り返ってみて、今後進

むべき方向性について再認識することができた。タブレットを持つこと自体

が目的であってはならず、ペーパーレスを段階的に進めていくことによる経

費削減と環境への配慮という目に見える目的以上に、議会改革を強力に推し

進めるための手段の一つとして、議会運営と議員活動・議会活動の質の向上

を常に意識していかなければならない。何のためか？というポイントを外す

ことなく、私たちはこれからも、便利さの追求の先にある、市民との距離を
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縮め、より市民に開かれた市民と共にある議会のあるべき姿を追求していき

たい。 

今後の課題として、災害時等会議以外での有効活用を模索する上でも、携

帯電話会社の専門的な話を聞くことができ、有意義な研修であった。 

 

 ②栃木県栃木市議会（タブレット端末の有効活用について） 

横手市議会より一足早くタブレット端末を導入しているということで視

察にお伺いしたが、お互いに執行部側が導入していないという共通の課題が

あった。意見交換では、広く議会改革の分野にも話が及び、ただ単にペーパ

ーレスを突き詰めていくだけでは仕方がないという思いを共有することが

できた。 

他市の事例をお聞きして、改めて「紙との併用」については課題が山積し

ていると感じたし、いつ辞めるか、どのように続けていくかを含めて、議会

内での合意形成を丁寧に行っていかなければならない。そのためにも、同じ

歩調で端末を使いこなしていくための講習会は今後も必要で、機会を捉えて

継続していくべきだと思う。 

 

◎本間 利博 委員 

  ①ＩＣＴ推進セミナーin 仙台 

  ・セミナー内で奥山豊和副委員長が横手市の報告を行った。 

・熊本市では職員が紙の資料を持参しないことや熊本地震の体験から災害対

策として活用を進めているとの説明であった。 

 

 ②栃木県栃木市議会（タブレット端末の有効活用について） 

紙削減化と共に市民に対する説明も向上。端末を買取して、更新で残る端

末を当局で再利用している。 

 

○視察を終えて 

タブレット導入以来、紙の削減率 90％、経費削減効果が 250 万円以上と

結果が現れ始めている。災害対応や議員の資質向上に活用されることが市民

の皆様に還元できる一番の要素と考える。これからも活用について積極的に

検討していきたい。 

 

 

 

◎山形 健二 委員 

  ①ＩＣＴ推進セミナーin 仙台 

先進自治体特別講演の講師として奥山議員が登壇した。 
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導入の経緯、効果、今後の課題についての事例を発表したが、大変わかり

やすく、これから導入を考えている市議会の方に是非とも聞いてほしいと思

った。タブレットに関しては横手市議会は先進自治体であることを実感した。 

ＮＴＴドコモからは災害時の活用方法について講演があり、災害時の伝 

言板、ニュース防災アプリ等の紹介があった。災害時に行う通信制限は東日

本大震災直後は最大で 95％の制限をかけられたが、パケット通信は制限が

30％だったという。 

何となくわかってはいたが、災害時は音声通話ではなくパケット通信を 

利用した方が良いという仕組みを理解できた。このことは災害時の混乱を防

ぐためにももっとたくさんの人に知ってもらうべきだと思った。 

東京インタープレイ社からは熊本市の事例の紹介があり、タブレットの 

導入によるペーパーレス化と印刷、製本等の作業を省略できることによる効

率化がはかれるとのことだった。 

横手市も市議会ではペーパーレス化が進んでいるが当局側はまだ紙であ

る。熊本市長は紙資料を持って行くとタブレットに入れて出直させるそうだ。

市長次第で横手市もさらに効率化をはかれるのかもしれない。 

 

 ②栃木県栃木市議会（タブレット端末の有効活用について） 

同じようにタブレット、サイドブックスを使用しており、ペーパーレス化

をしているが横手市議会に比べるとまだまだ有効活用できてないように感

じた。 

その原因としてタブレットが小さいことにあると感じた。予算書や決算 

書等は紙との併用をしているようだった。タブレットのサイズが大きければ

２画面表示ができるので、この部分もクリアできると思った。これは横手市

議会でも言えることであり、まだまだ予算書や決算書を紙でほしいと言う議

員もいる。より完全なペーパーレス化を目指し、タブレット端末に慣れ、機

能を使いこなせるようにしていくことが必要だと感じた。栃木市議会よりも

大きい端末を利用している分、容易にできると思う。 

サイボウズ等のグループウェアは使っておらず、情報共有の部分でもタ 

ブレット端末を活用しきれてないように感じた。是非、栃木市議会さんにも

利用してほしい。 

   今回の行政視察を終えて感じたのは、横手市議会のタブレット端末はペ

ーパーレス化、情報共有、会議での利用等、活用できているということで

ある。定期的なスキルアップ研修を全体で行うなどして、さらなる活用、

効率化をしていきたい。 

 

◎青山 豊 委員 

  ①ＩＣＴ推進セミナーin 仙台 
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タブレットを導入して３年近く経った横手市議会はほぼ全議員が日常的

に使いこなせる状態までになっている。 

これから、このタブレットを今以上に活用するという課題において効果 

的なのはやはり、防災に関することだということを再認識した。 

また、市民に対する導入効果の還元や「見える化」、そして執行部側の導

入の働きかけの必要性も改めて感じた。 

 

 ②栃木県栃木市議会（タブレット端末の有効活用について） 

栃木市議会は横手よりも半年ほど早く導入している。 

いろいろと意見交換をしたが、やはりタブレットの運用のみならず、議会

運営や議会改革まで話が広がった。これは、「何のためにタブレットを導入

したのか」、それは議会改革であり、その先にある市民福祉の向上があるか

らである。それを再確認できた意見交換だった。蛇足だが、議会図書室の工

夫されたレイアウトは横手市議会も見習うべきものがあると思います。 

 


